
   答 申 個 第 １ ３ ９ 号 

令 和 ６ 年 ２ 月 ７ 日   

 

京 都 市 長  様  

 

 

京都市情報公開・個人情報保護審査会 

会 長  北 村  和 生 

(事務局 総合企画局情報化推進室情報管理担当) 

 

 

京都市個人情報保護条例第３６条第１項の規定に基づく諮問について（答申） 

 

 

令和４年１０月２７日付け保障第４８０号をもって諮問のありました下記のことについて、

別紙のとおり答申します。 

 

 

記 

 

 

 疑義問い合わせに対して元職員が回答した文書の個人情報開示決定事案（諮問個第３１８

号） 
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（別紙） 

 

１ 審査会の結論 

 

 処分庁が行った個人情報開示決定処分は妥当である。 

 

２ 審査請求の経過  

⑴ 審査請求人は、令和４年２月７日に、処分庁に対して、京都市個人情報保護条例（以下

「条例」という。）第１４条第１項の規定により、「8. 開示請求者からかがやきに対する

疑義問い合わせに対して●●・かがやき元職員（以下「元職員」という。）が、かがやき

に回答した文書」の個人情報の開示を請求した（以下「本件請求」という。）。 

 ※ 「かがやき」は京都市発達障害者支援センターかがやきを指す（以下同じ）。 

※ 上記以外の請求については、本件審査請求において争点とされていないため、記載を

省略する。 

 

⑵ 処分庁は、令和４年２月２２日付けで不存在による非開示決定処分（京都市指令保障第

９７３号。以下「本件処分１」という。）をし、その旨を審査請求人に通知した。  

その後、令和４年３月２日に開催した別件審査請求に係る行政不服審査法に基づく口頭

意見陳述（以下「別件口頭意見陳述」という。）を経て、審査庁が令和４年３月１０日に

「京都市障害者職業センターにおけるケースカンファレンス資料へのメモ書きについて元

職員がかがやきに回答した文書（２０１９年１月９日付け）」（以下「本件公文書」とい

う。）の写しを発見したため、同日、本件公文書を審査請求人に電子メールにて送付し

た。 

 

 ⑶ しかし、審査請求人は、本件処分１が維持されたままであり、開示請求制度が蔑ろにさ

れているなどと主張し、令和４年５月２３日に、本件処分１を不服としてその取消しを求

める審査請求をした（以下「当初審査請求」という。）。当初審査請求を受けて審査庁は、

令和４年８月２４日付けで、本件処分１を取り消し、改めて本件公文書について開示決定

を行うべきであるとの裁決（京都市指令保障第２５８号）を行った。  

 

⑷ 処分庁は、審査庁による当該裁決を受けて、本件公文書を特定したうえで、令和４年８

月２４日付けで個人情報開示決定処分（以下「本件処分２」という。）をし、その旨を審

査請求人に通知した。  

 

 ⑸ 審査請求人は、令和４年９月２７日に、本件処分２を不服として、行政不服審査法第２

条の規定により、本件処分２の取消しを求める審査請求をした。  

 

３ 審査請求の趣旨 

 

審査請求の趣旨は、本件処分２の取消しを求めるというものである。 
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４ 処分庁の主張 

 

弁明書及び審査会での職員の説明によると、処分庁の主張は、おおむね次のとおりである

と認められる。 

 

⑴ 本件公文書について  

  本件請求は、審査請求人からかがやきに対する疑義問い合わせに対して、元職員が、か

がやきに回答した文書を求めたものである。  

また、本件公文書は、令和４年３月１０日に審査請求人に対して任意提供した文書と同

一のものである。  

 

⑵ 本件処分２について  

審査請求人は、別件口頭意見陳述において、山﨑正和・障害保健福祉推進室社会参加推

進課長（処分庁）が「元職員はかがやきに対して文書で回答していない」、「前かがやき

副センター長が審査請求人に出した文書はある」と発言したことをもって、当該文書が

元職員の回答した文書に当たらないと主張する。  

しかし、口頭意見陳述における発言は、その時点での各出席者の認識に基づいてなされ

るものであり、陳述の内容と、その後の状況が異なることは起こり得るものである。本

件請求については、別件口頭意見陳述において当初本件請求に係る文書が存在しない旨

の発言をしたが、審査請求人の発言を受けて改めて本件請求に係る公文書を探索し、本

件公文書を発見したものである。 

また、審査請求人は当初審査請求において「原処分に於いて「文書不存在」と答えてい

るにも関わらず、後に該当する文書が発見されると原処分を維持したまま mail 送信して

済まそうとしている」などと主張していることから、審査請求人自身も本件公文書が本

件請求を満たす文書であると認識していると思料されるため、処分庁は本件請求に係る

公文書を適正に特定し、処分したものであると考える。  

 なお、審査請求人は、元職員の回答した文書が他にも存在し、それが開示決定されてい

ないことをもって本件処分２が開示義務違反であるなどと主張するが、別件口頭意見陳

述後にも処分庁及び審査庁が本件請求に係る公文書を探索したが、事実として本件公文

書以外の該当文書は見つからなかったことを念のため申し添える。 

  

⑶ 以上のとおり、本件処分２に違法又は不当な点はない。  

 

５ 審査請求人の主張 

 

審査請求書及び反論書における審査請求人の主張によると、審査請求人の主張は、おおむ

ね次のとおりであると認められる。 

 

⑴ 先ず審査請求人は下記の通り開示請求している。 
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  開示請求者から、かがやきに対する疑義問い合わせに対して、元職員が、かがやきに

回答した文書を開示せよ。作成年月日を失念しているが障害年金等について回答されて

いる文書を指している。  

 

⑵ 処分庁は、本件処分２に於いて文書を特定して、当該文書を開示決定しているが、当該

文書は元職員が回答した文書に当たらない。何故なら、山﨑正和・処分庁担当課長が「元

職員はかがやきに対して文書で回答していない」と口頭意見陳述時に発言しているからで

ある。一方で、山﨑正和は「前副センター長が▲▲さんに出したものはあります」と発言

しているので、文書該当性を満たしていない事に為る。  

 

⑶ 又仮に、本件開示決定文書が、元職員に依り回答された文書であるとすれば、其れは

他にも存在するが、其れは開示決定されていないので、本件処分２は開示義務違反であ

り、条例１６条に違反している。  

 

⑷ 反論は口頭意見陳述時※に行う。 

  ※ 行政不服審査法第３１条に基づく口頭意見陳述を指す。 

 

６ 審査会の判断  

 

当審査会は、処分庁の主張及び審査請求人の主張を基に審議し、次のとおり判断する。 

 

 ⑴ 本件公文書について  

 本件公文書は、審査請求人が行ったかがやきに対する疑義問い合わせに対して、元職員

が、かがやきに回答した文書である。 

  

⑵ 本件処分２について  

 ア 処分庁は、別件口頭意見陳述の時点では、本件請求に係る文書がない旨を発言した

が、審査請求人の発言を受けて改めて本件請求に係る公文書を探索し、本件公文書を特

定し、本件処分２をしたものであり、また、本件公文書以外に該当する文書はなかった

と主張する。 

    

イ 一方、審査請求人は、別件口頭意見陳述において処分庁が、本件請求に係る文書がな

い旨を発言しているので、本件公文書は本件請求に係る公文書には当たらず、また、他

にも文書が存在するはずであると主張する。  

 

ウ 当審査会において本件公文書を見分したところ、本件公文書は、元職員がかがやきに

対して回答した文書であることが認められた。  

当審査会としては、本件請求に係る公文書として処分庁が本件公文書を特定したこと

に誤りはなく、また、本件請求に係る公文書は本件公文書以外に存在しないとの処分庁

の主張に特段不自然な点はないと判断する。  
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その他、処分庁及び審査請求人の主張を踏まえても、他に本件請求の趣旨を満たす公

文書が存在すると確信するに足りる事実も見出せなかった。  

 

⑶ 結論 

以上により、「１ 審査会の結論」のとおり判断する。  
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（参 考） 

１ 審議の経過 

令和４年 １０月２７日 諮問 

１１月２８日 諮問庁からの弁明書の提出 

令和５年 １１月２１日 審査請求人から反論書の提出 

  １２月２７日 諮問庁の職員の口頭理由説明（令和５年度第８回会議） 

   令和６年  ２月 ７日 審議（令和５年度第９回会議） 

 

  ※ 審査請求人から京都市情報公開・個人情報保護審査会条例第９条第１項に基づく意見

陳述の希望がなかったので、意見の聴取は行わなかった。 

 

２ 本件諮問について調査及び審議を行った部会 

第１部会（部会長 北村 和生） 

 

 


